
「船舶機関士になるには」 
 海技士国家試験に合格して、海技免状を受有し、船舶機関士として、船員を配乗する船

会社等（（一社）日本船主協会のホームページにある加盟会社等）に雇用されること。 
１．海技士国家試験（海技試験）とは。 
１）海技免許と海技免状 

  船舶に船舶職員として乗船する場合には、その船舶の航行区域及び船舶の規模（機関

部職員の場合は主機関の種類及び出力）に応じて、「船舶職員及び小型船舶操縦者法」に

規定される資格を受有する必要があり、この資格を得るために海技士国家試験（海技試

験）が実施されています。この試験に合格すれば海技士の免許が与えられ（海技士免許

原簿に登録され）、海技免状が交付されます。海技免許は特別な場合を除き失効（免許原

簿から抹消）することはなく有効期限などはありません。 

一方、実際の乗船に必要な海技免状には有効期間が定められており、海技免状を使用

可能な状態で維持するには更新手続きが必要で、身体検査に合格し、所定の乗船履歴を

有するか更新講習を修了していなければなりません。しかし、海技免許が有効であれば、

更新手続きを行わないまま有効期間が経過し失効してしまっても、身体検査に合格し失

効再交付講習を受講することで有効な海技免状を新たに入手することができます。 

なお、２０１４年４月１日に一部が改訂されています。 

２）海技試験の構成 

  海技試験は、船舶職員として必要な知識及び能力を有するかを判定するもので、身体

検査と学科試験から構成されています。 

この学科試験は六級海技士及び通信関係海技士を除いて、筆記試験と口述試験に分か

れており、筆記試験に合格したものが口述試験に進むことができます。 

また、身体検査は、一般に口述試験直前に実施されており、前もって提出してある身

体検査証明書と運動機能の確認により合否が判定され、これに合格しないものは口述試

験を受験することができません。なお、２０１４年４月１日に一部が改訂されています。 

３）海技試験の日程 

  筆記試験の日程は全国で統一されており、定期試験として年間４回（４月、７月、 

１０月、２月）実施されています。資格・科目別筆記試験実施日程、試験開始時間は全

国共通ですが、６級及び一部の通信,電子通信の筆記試験日程や集合時間、合格発表日な

どは試験実施運輸局により異なります。 

 口述試験の日程は受験する運輸局により異なりますが、受験申請受付開始日以降なら

ば各運輸局に口述試験日割表が掲示され、また運輸局ホームページで確認することがで

きます。 

４）海技試験の出題範囲 

  学科試験は一級海技士（機関）から内燃機関六級海技士（機関）まで各資格ごとに出

題範囲の対象機器及び内容が「学科試験科目の細目」（以後 試験科目細目）に細かく定



められており、筆記試験、口述試験ともにその範囲からのみ出題されます。 

５）学科試験合格基準 

 ⑴ 筆記試験 

  ① 全科目を受験した場合、各試験科目について、それぞれの得点が 50％に達し、か

つ、全科目の得点総計が 65％に達したとき。 

  ② 科目免除を使用し、一部の科目について受験した場合、受験した各科目について、

それぞれ 65％に達したとき。 

  ③ ①及び②で筆記試験合格に至らなかったときでも、科目の得点が 65％に達したも

のは筆記試験科目合格となります。ただし、科目合格には有効期間があり合格から

２年を経過すると、これは無効となります。また、一部は改訂されています。 

 ⑵ 口述試験 

   得点の総計が、配点総計の 65％に達したとき。 

６）口述試験の目的 

  小型船舶操縦士試験では、試験は身体検査、学科試験、実技試験からできており、学

科試験は筆記試験で行い、実技試験はモーターボートを使用した離着桟や基本的操縦操

作などの実施能力の確認を行っています。 

大型の海技免許（機関）においても、実際の船舶の機関の運転、保守管理を行う資格

なので、取扱い機器の構造や作動についての理論的な知識と、実際の機器を取り扱うこ

とができる実技的能力が必要です。 

この実技試験に変わるのもとして口述試験が実施されているというのが、一般的な口

述試験の位置づけです。 

７）口述試験の内容と準備の概要 

このような目的で実施される口述試験なので、当然乗船経験に基づいた、受験資格に

該当する経験的、実務的な問題を中心に、一般に 10問程度が試問されます。 

海技免状は適用機種などに制限のない汎用免許であるため、知識や技能は応用能力の

高いもので、具体的実施作業、手順などについての試問のほか、その内容の理論的な説

明を求められることがあります。 

口述試験は筆記試験に比べてはるかに高い合格率ではありますが、試問に答えること

ができなければ合格することはできません。 

８）海事法規に関する試問 

口述試験では、一般に試験科目細目にあげられている海事法令及び国際条約などにつ

いての問題が１問出題されます。この問題については、受験者の負担を軽減するため、

持参した指定海事法令集を見て解答することができます。 

（注意）詳細は改訂リーフレットで確認してください。受験前に、最寄りの海運局で確認

することから試験準備をすることを推奨いたします。 
 



「受験資格は」 
・一定の年齢に達していること。 
・資格に応じ、一定の乗船履歴が必要です。また、受験には特定の学歴は必要ありません

が、次に示す教育機関を修了した人には、必要乗船履歴が大幅に緩和されます。 
 海技士国家試験受験までの教育機関や乗船履歴などの概要図を下記に示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（2016 年 1 月 1 日現在。改訂中のものもあり、詳細は確認の必要があります。） 
 
 
全日本海員組合 J-CREW PROJECT の「船員になるには？」等をご参照ください。 
 http://www.jsu.or.jp   www.j-crewproject.jp 

http://www.jsu.or.jp/


 
 


